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(57)【要約】
【課題】最適な強度を有しつつ軽量化され、曲面への設
置が可能となるばかりでなく、外部環境に設置する際や
設置した後の過度のたわみや曲りの発生が抑制されて発
電層の結晶シリコンが割れることを防止できる太陽電池
モジュール太陽電池モジュールを提供する。
【解決手段】耐候層、厚さ１００μｍ以上の結晶シリコ
ンからなる発電層を有する太陽電池素子が封止材により
封止されてなる封止層、及び金属－樹脂複合板または炭
素－樹脂複合板からなる基材層が、この順に積層されて
なる太陽電池モジュール。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐候層、厚さ１００μｍ以上の結晶シリコンからなる発電層を有する太陽電池素子が封
止材により封止されてなる封止層、及び金属－樹脂複合板または炭素－樹脂複合板からな
る基材層が、この順に積層されてなる太陽電池モジュール。
【請求項２】
　前記基材層が金属－樹脂複合板からなる層であることを特徴とする、請求項１に記載の
太陽電池モジュール。
【請求項３】
　前記金属－樹脂複合板が、アルミニウム－ポリオレフィン系樹脂複合板である請求項２
に記載の太陽電池モジュール。
【請求項４】
　前記封止材が、エチレン－酢酸ビニル共重合体、プロピレン・エチレン・α－オレフィ
ン共重合体からなる共重合体、またはエチレン・α－オレフィン共重合体からなる共重合
体を含む材料からなることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の太陽電池モ
ジュール。
【請求項５】
　前記耐候層と前記封止層の間に、さらに耐衝撃性を有する層を含むことを特徴とする請
求項１～４のいずれか一項に記載の太陽電池モジュール。
【請求項６】
　前記金属－樹脂複合板の非受光面側の層が、絶縁性を有する樹脂からなる層であること
を特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の太陽電池モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽電池モジュールに関し、特に太陽電池素子の発電層として結晶シリコン
を使用し、金属－樹脂複合板または炭素－樹脂複合板を基材層として使用した太陽電池モ
ジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、省エネルギーと環境問題に対する意識の向上を受けて、太陽光の受光で発電する
太陽電池が普及しつつある。最近では、太陽電池からなる太陽電池モジュールを軽量化す
ることで、これを建材に利用しようとする試みもなされている。
　このような太陽電池モジュールにおいて、太陽電池素子に含まれる発電層として用いら
れる単結晶シリコンや多結晶シリコンのような結晶シリコンは、発電効率が比較的良好で
あり、また、大面積の太陽電池モジュールの作製時に好適に用いられることから有望視さ
れている。
　しかし、単結晶シリコンや多結晶シリコンのような結晶シリコンは、フレキシブル性が
低くまた、脆性が高いため、その加工性や取扱い性に難がある場合があり、結晶シリコン
を建材用の太陽電池モジュールの発電層に用いることは困難であった。特に、建材用等の
太陽電池モジュールは外部環境に置かれることから、風等の影響を受けて太陽電池モジュ
ールに応力が加わることがあり、太陽電池モジュールにある程度のフレキシブル性がない
場合、発電層部分の結晶シリコンが割れるという問題がある。
【０００３】
　このような問題を解決するために、アモルファスシリコンや結晶シリコンなどを発電層
として含む太陽電池モジュールにおいて、発電層を封止する封止材として特定のエポキシ
樹脂組成物を用いる技術が知られている（特許文献１）。
　これとは別に、大型の太陽電池モジュールに関して、非晶質シリコン半導体をガラス基
板上に膜形成する技術が知られている（特許文献２）。また、太陽電池素子を支持する裏
面被覆材として、ポリカーボネートのような透明樹脂板を用いる技術も知られている（特
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許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－１７１０６９号公報
【特許文献２】特開平６－３１０７４８号公報
【特許文献３】特開平９－９２８４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した太陽電池の発電層としての結晶シリコンの有用性を利用した建材用として用い
る太陽電池モジュールでは、太陽電池モジュールの設置作業の効率を上げるために一枚当
たりの面積を大きくする必要がある。一枚当たりの面積が大きくなると、それに伴い重量
も増加することから、太陽電池モジュールの大型化と軽量化の両立が必要となる。さらに
は、太陽電池モジュールの設置時及び設置後に風を受けたときに、太陽電池モジュールは
たわむことがあるため、建材用の太陽電池モジュールには面方向の強度（壊れづらさ）が
必要とされる。また、建材用の太陽電池モジュールでは、外観設計の自由度を上げるため
に曲面での敷設が可能となるものが望まれている。
【０００６】
　このような建材用等の太陽電池モジュールを得るために、発電層に結晶シリコンを用い
、基材として金属、ガラスまたは樹脂を用いた建材用の太陽電池モジュールを作製する試
みもなされている。
　基材として金属を用いた太陽電池モジュールは、これを建材一体型のものとして用いる
場合、軽量化を図る観点から金属からなる基材の厚さをある程度小さくする必要があるが
、この場合、風を受けたときに太陽電池モジュールが折れ曲がってしまうという問題があ
る。
　また、基材としてガラスを用いた太陽電池モジュールでは、その軽量化と強度の確保の
両立が困難であるという問題があり、基材であるガラスが割れた場合には危険である。
さらに、基材として樹脂を用いた場合には、太陽電池モジュールの作製の際の、樹脂と結
晶シリコンの積層の工程で加えられる熱や、太陽電池モジュールの使用時の熱により、結
晶シリコンと樹脂の熱膨張率の違いから結晶シリコンに応力が加わり、結晶シリコンが割
れるという問題がある。
【０００７】
　本発明者の検討によれば、太陽電池素子に用いる結晶シリコンが割れないようにするた
めに、ある程度の強度を有する基材を用いる必要があるが、基材の強度が大きすぎる場合
には、太陽電池モジュールを曲げにくくなるという問題があり、一方、強度が小さい基材
を用いた場合には太陽電池モジュールの運搬や設置の際に太陽電池モジュールが大きくた
わんだり曲がることで、若しくは、屋外の使用環境での温度変化により発生するモジュー
ル内の層間歪みが発生することにより、結晶シリコンが割れるという問題があることがわ
かった。
【０００８】
　そこで、本発明は上記従来の実状に鑑みてなされたものであって、結晶シリコンを太陽
電池素子の発電層として用いる太陽電池モジュールにおいて、基材として金属－樹脂複合
板または炭素－樹脂複合板を用いた場合には、最適な強度を有しつつ軽量化され、曲面へ
の設置が可能となるばかりでなく、外部環境に設置する際や設置した後のたわみや曲りの
発生が抑制されて発電層の結晶シリコンが割れることを防止できる太陽電池モジュールを
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明者が鋭意検討した結果、耐候層、厚さ１００μｍ以上の結晶シリコンからなる発電
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層を有する太陽電池素子が封止材により封止されてなる封止層、及び金属－樹脂複合板ま
たは炭素－樹脂複合板からなる基材層が、この順に積層されてなる太陽電池モジュールが
、上記課題を解決できることがわかり本発明に到達した。
【００１０】
　すなわち、本発明は、以下のとおりである。
［１］耐候層、厚さ１００μｍ以上の結晶シリコンからなる発電層を有する太陽電池素子
が封止材により封止されてなる封止層、及び金属－樹脂複合板または炭素－樹脂複合板か
らなる基材層が、この順に積層されてなる太陽電池モジュール。
［２］前記基材層が金属－樹脂複合板からなる層であることを特徴とする、［１］に記載
の太陽電池モジュール。
［３］前記金属－樹脂複合板が、アルミニウム－ポリオレフィン系樹脂複合板である［２
］に記載の太陽電池モジュール。
［４］前記封止材が、エチレン－酢酸ビニル共重合体、プロピレン・エチレン・α－オレ
フィン共重合体からなる共重合体、またはエチレン・α－オレフィン共重合体からなる共
重合体を含む材料からなることを特徴とする［１］～［３］のいずれかに記載の太陽電池
モジュール。
［５］前記耐候層と前記封止層の間に、さらに耐衝撃性を有する層を含むことを特徴とす
る［１］～［４］のいずれかに記載の太陽電池モジュール。
［６］前記金属－樹脂複合板の非受光面側の層が、絶縁性を有する樹脂からなる層である
ことを特徴とする［１］～［５］のいずれかに記載の太陽電池モジュール。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、最適な強度を有しつつ軽量化して、曲面への設置を可能とするばかり
でなく、外部環境に設置する際や設置した後のたわみや曲りが過度に生じることを防ぎ、
結晶シリコンが割れることを防止できる太陽電池モジュールを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の太陽電池モジュールの一実施態様の断面を示す模式図である。
【図２】本発明の太陽電池モジュールの別の実施態様の断面を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明について実施形態及び例示物等を示して詳細に説明するが、本発明は以下
の実施形態及び例示物等に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲にお
いて任意に変更して実施できる。
【００１４】
　本発明の太陽電池モジュールの実施形態について、図面を参照しながら説明する。
図１で模式的に示される本発明の太陽電池モジュールには、耐候層２、太陽電池素子３と
太陽電池素子３を封止する封止材４からなる封止層７、金属層５と樹脂層６からなる金属
－複合板からなる層８が含まれている。
　一方、図２で模式的に示される本発明の太陽電池モジュールは、図１で示される太陽電
池モジュールの金属－樹脂複合板からなる層８に代わって、炭素－樹脂複合板からなる層
９を有するものである。
　以下、これらの構成要素について説明する。
【００１５】
＜耐候層＞
　耐候層は天候変化から太陽電池素子を保護する層である。
　太陽電池素子の構成部品のなかには、温度変化、湿度変化、自然光、風雨による侵食な
どにより劣化するものがある。そこで、耐候層で太陽電池素子を覆うことにより、太陽電
池素子等を天候変化などから保護し、発電能力を高く維持するようにしている。
【００１６】
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　耐候層は、太陽電池モジュールの最表層に位置するため、耐候性、耐熱性、透明性、撥
水性、耐汚染性、機械強度などの、太陽電池モジュールの表面被覆材として好適な性能を
備え、しかもそれを屋外暴露において長期間維持する性質を有することが好ましい。
【００１７】
　また、耐候層は、太陽電池素子の光吸収を妨げない観点から可視光を透過させるものが
好ましい。例えば、可視光（波長３６０～８３０ｎｍ）の光の透過率が８０％以上である
ことが好ましく、９０％以上であることがより好ましく、特に好ましくは９５％である。
【００１８】
　さらに、太陽電池モジュールは光を受けて熱せられることが多いため、耐候層も熱に対
する耐性を有することが好ましい。この観点から、耐候層の構成材料の融点は、通常１０
０℃以上、好ましくは１２０℃以上、より好ましくは１３０℃以上であり、また、通常３
５０℃以下、好ましくは３２０℃以下、より好ましくは３００℃以下である。融点を高く
することで太陽電池モジュールの使用時に耐候層が融解・劣化する可能性を低減できる。
【００１９】
　耐候層を構成する材料は、天候変化から太陽電池素子を保護することができるものであ
れば任意である。その材料の例を挙げると、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、環
状ポリオレフィン樹脂、ＡＳ（アクリロニトリル－スチレン）樹脂、ＡＢＳ（アクリロニ
トリル－ブタジエン－スチレン）樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、フッ素系樹脂、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル樹脂、フェノール樹脂、
ポリアクリル系樹脂、各種ナイロン等のポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド－
イミド樹脂、ポリウレタン樹脂、セルロース系樹脂、シリコーン系樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂などが挙げられる。
　中でも好ましくはフッ素系樹脂が挙げられ、その具体例を挙げるとポリテトラフルオロ
エチレン（ＰＴＦＥ）、４－フッ化エチレン－パークロロアルコキシ共重合体（ＰＦＡ）
、４－フッ化エチレン－６－フッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）、２－エチレン－４－
フッ化エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリ３－フッ化塩化エチレン（ＰＣＴＦＥ）、ポ
リフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）及びポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）等が挙げられる。
　なお、耐候層は１種の材料で形成されていてもよく、２種以上の材料で形成されていて
も良い。また、耐候層は単層フィルムにより形成されていても良いが、２層以上のフィル
ムを備えた積層フィルムであってもよい。
　耐候層を、例えば２層とする場合には、太陽電池素子と接する層が、耐衝撃性に優れた
層であることが、太陽電池モジュール自体の耐久性を高めることにも繋がり、好ましい。
一方、耐候層を１層とする場合には、耐衝撃性を高める観点から、後述するように厚みを
厚くするか、機械的強度が高い材料を用いることが好ましい。
　耐衝撃性に優れた層とは、例えば、上記の材料の中で、ポリアクリル系樹脂、ポリカー
ボネート樹脂及びポリエチレンテレフタレートなどから選択される樹脂を含む層が挙げら
れる。
【００２０】
　耐候層の厚みは特に規定されないが、一般的には１０μｍ以上、２０００μｍ以下であ
る。特に、柔軟性、加工性の観点から、通常１０μｍ以上、好ましくは１５μｍ以上、よ
り好ましくは２０μｍ以上であり、また、通常２００μｍ以下、好ましくは１８０μｍ以
下、より好ましくは１５０μｍ以下である。
　一方、耐衝撃性の観点から通常２０μｍ以上、好ましくは５０μｍ以上、より好ましく
は８０μｍ以上であり、また、通常２０００μｍ以下、好ましくは１５００μｍ以下、よ
り好ましくは１０００μｍ以下である。厚みを厚くすることで機械的強度が高まる傾向に
あり、薄くすることで柔軟性が高まる傾向にある。
【００２１】
　また耐候層には、他のフィルムとの接着性の改良のために、コロナ処理、プラズマ処理
等の表面処理を行なってもよい。
【００２２】
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＜太陽電池素子＞
　太陽電池素子は、耐候層側から入射される太陽光に基づき発電を行う素子である。この
太陽電池素子は、光エネルギーを電気エネルギーに変換でき、変換によって得られた電気
エネルギーを外部に取り出せるものでありさえすればよい。
【００２３】
　従って、太陽電池モジュールの太陽電池素子としては、一対の電極で、発電層（光電変
換層、光吸収層）を挟んだもの、一対の電極で、発電層と他層（バッファ層等）との積層
体を挟んだもの、そのようなものを、複数個、直列接続したものを用いることが出来る。
本発明の太陽電池素子で用いる発電層は、単結晶シリコンまたは多結晶シリコンのような
結晶シリコンからなる層である。これらの材料を用いれば、発電効率が比較的高く、薄い
（軽量な）太陽電池素子を実現できる。さらに、効率を上げる観点から、これらを積層し
たＨＩＴ型、タンデム型でもよい。
【００２４】
　なお、発電層を多結晶シリコン層とした場合、太陽電池素子は、間接光学遷移を利用す
るタイプの素子となる。そのため、発電層を多結晶シリコン層とする場合には、光吸収を
増加させるために、後述する発電素子基材又はその表面に凸凹構造を形成するなど十分な
光閉じ込め構造を設けておくことが好ましい。
【００２５】
　太陽電池素子の各電極（図示せず）は、導電性を有する任意の材料を１種又は２種以上
用いて形成することが出来る。電極材料（電極の構成材料）としては、例えば、白金、金
、銀、アルミニウム、クロム、ニッケル、銅、チタン、マグネシウム、カルシウム、バリ
ウム、ナトリウム等の金属、あるいはそれらの合金；酸化インジウムや酸化錫等の金属酸
化物、あるいはその合金（ＩＴＯ：酸化スズインジウム）；ポリアニリン、ポリピロール
、ポリチオフェン、ポリアセチレン等の導電性高分子；そのような導電性高分子に、塩酸
、硫酸、スルホン酸等の酸、ＦｅＣｌ3等のルイス酸、ヨウ素等のハロゲン原子、ナトリ
ウム、カリウム等の金属原子などのドーパントを含有させたもの；金属粒子、カーボンブ
ラック、フラーレン、カーボンナノチューブ等の導電性粒子をポリマーバインダー等のマ
トリクスに分散した導電性の複合材料などが挙げられる。
【００２６】
　電極材料は、正孔又は電子を捕集するのに適した材料としておくことが好ましい。なお
、正孔の捕集に適した電極材料（つまり、高い仕事関数を有する材料）としては、金、Ｉ
ＴＯ等を例示できる。また、電子の捕集に適した電極材料（つまり、低い仕事関数を有す
る材料）としては、銀、アルミニウムを例示できる。
【００２７】
　太陽電池素子の各電極は、発電層とほぼ同サイズのものであっても、発電層よりも小さ
なものであっても良い。ただし、太陽電池素子の、受光面側（耐候層側）の電極を、比較
的に大きなもの（その面積が、発電層面積に比して十分に小さくないもの）とする場合に
は、当該電極を、透明な（透光性を有する）電極、特に、発電層が効率良く電気エネルギ
ーに変換できる波長の光の透過率が比較的に高い（例えば、５０％以上）電極、としてお
くべきである。なお、透明な電極材料としては、ＩＴＯ、ＩＺＯ（酸化インジウム－亜鉛
酸化物）等の酸化物；金属薄膜などを、例示できる。
【００２８】
　また、太陽電池素子の各電極の厚さは、必要とされる出力等に基づき、決定することが
出来る。
　一方、太陽電池素子の発電層の厚さは、１００μｍ以上であり、好ましくは１５０μｍ
以上、より好ましくは２００μｍ以上である。一方、発電層の厚さは、通常５００μｍ以
下であり、好ましくは４００μｍ以下、より好ましくは３５０μｍ以下である。
【００２９】
　さらに電極に接するように補助電極を設置してもよい。特に、ＩＴＯなど導電性のやや
低い電極を用いる場合には効果的である。補助電極材料としては、導電性が良好ならば上
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記金属材料と同じ材料を用いることができるが、銀、アルミニウム、銅が例示される。
【００３０】
　〔発電素子基材〕
　発電素子基材（図示せず）は、その一方の面上に、太陽電池素子が形成される部材であ
る。従って、発電素子基材は、機械的強度が比較的高く、耐候性、耐熱性、耐薬品性等に
優れ、且つ、軽量なものであることが望まれる。また、発電素子基材は、変形に対して或
る程度の耐性を有するものであることも望まれる。
【００３１】
　そのため、発電素子基材としては、金属箔や、融点が８５～３５０℃の樹脂フィルム、
幾つかの金属箔／樹脂フィルムの積層体を採用しておくことが好ましい。
【００３２】
　発電素子基材（又は、その構成要素）として使用し得る金属箔としては、アルミニウム
、ステンレス、金、銀、銅、チタン、ニッケル、鉄、それらの合金からなる箔を、例示で
きる。
【００３３】
　また、融点が８５～３５０℃の樹脂フィルムとしては、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリアセタール、アクリル樹脂
、ポリアミド樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、ＡＳＡ樹脂、これらの共重合
体、ＰＶＤＦ、ＰＶＦなどのフッ素樹脂、シリコーン樹脂、セルロース、ニトリル樹脂、
フェノール樹脂、ポリウレタン、アイオノマー、ポリブタジエン、ポリブチレン、ポリメ
チルペンテン、ポリビニルアルコール、ポリアリレート、ポリエーテルエーテルケトン、
ポリエーテルケトン、ポリエーテルスルホンなどからなるフィルムを、例示できる。なお
、発電素子基材として使用する樹脂フィルムは、上記のような樹脂中に、ガラス繊維、有
機繊維、炭素繊維等を分散させたフィルムであってもよい。
【００３４】
　なお、発電素子基材（又は、その構成要素）として使用する樹脂フィルムの融点が８５
℃以上であることが好ましい理由は、融点が過度に低いと、太陽電池モジュールの通常の
使用環境下で発電素子基材が変形し、太陽電池素子にダメージを与える恐れがあるためで
ある。また、樹脂フィルムの融点が３５０℃以下であることが好ましい理由は、融点が過
度に高いと、太陽電池素子との界面に温度変化などによる歪を生ずる結果として、太陽電
池素子が発電素子基材から剥離する恐れがあるためである。
【００３５】
　従って、発電素子基材（又は、その構成要素）として使用する樹脂フィルムの融点は、
１００℃以上であることがより好ましく、１２０℃以上であることがさらに好ましく、１
５０℃以上であることが特に好ましく、１８０℃以上であることが最も好ましい。また、
当該樹脂フィルムの融点は、３００℃以下であることがより好ましく、２８０℃以下であ
ることがさらに好ましく、２５０℃以下であることが特に好ましい。
【００３６】
＜封止材＞
　封止材は、太陽電池素子を補強するための構成要素である。太陽電池素子は薄いため通
常は強度が弱く、ひいては太陽電池モジュールの強度が弱くなる傾向があるが、封止材に
より強度を高く維持することが可能である。
【００３７】
　また、封止材は、太陽電池モジュールの強度保持の観点から強度が高いことが好ましい
。
　具体的強度については、封止材以外の耐候層や基材の強度とも関係することになり一概
には規定しにくいが、太陽電池モジュール全体が良好な曲げ加工性を有し、折り曲げ部分
の剥離を生じないような強度を有するのが望ましい。
【００３８】
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　また、封止材は、太陽電池素子の光吸収を妨げない観点から可視光を透過させるものが
好ましい。例えば、可視光（波長３６０～８３０ｎｍ）の光の透過率は、通常６０％以上
、好ましくは７０％以上、より好ましくは７５％以上、更に好ましくは８０％以上、中で
も好ましくは８５％以上、とりわけ好ましくは９０％以上、特に好ましくは９５％以上、
その中でも特に好ましくは９７％以上である。太陽光をより多く電気エネルギーに変換す
るためである。
【００３９】
　さらに、太陽電池モジュールは光を受けて熱せられることが多いため、封止材も熱に対
する耐性を有することが好ましい。この観点から、封止材の構成材料の融点は、通常１０
０℃以上、好ましくは１２０℃以上、より好ましくは１３０℃以上であり、また、通常３
５０℃以下、好ましくは３２０℃以下、より好ましくは３００℃以下である。融点を高く
することで太陽電池モジュールの使用時に封止材が融解・劣化する可能性を低減できる。
【００４０】
　封止材を構成する材料としては、例えば、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）樹
脂組成物をフィルムにしたもの（ＥＶＡフィルム）などを用いることができる。ＥＶＡフ
ィルムには通常は耐候性の向上のために架橋剤を配合して架橋構造を構成させる。この架
橋剤としては、一般に、１００℃以上でラジカルを発生する有機過酸化物が用いられる。
このような有機過酸化物としては、例えば、２，５－ジメチルヘキサン；２，５－ジハイ
ドロパーオキサイド；２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン
；３－ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド等を用いることができる。これらの有機過酸化物の
配合量は、ＥＶＡ樹脂１００重量部に対して、通常５重量部以下、好ましくは３重量部以
下であり、通常１重量部以上である。なお、架橋剤は１種を用いてもよく、２種以上を任
意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００４１】
　このＥＶＡ樹脂組成物には、接着力向上の目的で、シランカップリング剤を含有させて
もよい。この目的に供されるシランカップリング剤としては、例えば、γ－クロロプロピ
ルトリメトキシシラン；ビニルトリクロロシラン；ビニルトリエトキシシラン；ビニル－
トリス－（β－メトキシエトキシ）シラン；γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシ
ラン；β－（３，４－エトキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等を挙げるこ
とができる。これらのシランカップリング剤の配合量は、ＥＶＡ樹脂１００重量部に対し
て、通常５重量部以下、好ましくは２重量部以下であり、通常０．１重量部以上である。
なお、シランカップリング剤は１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比
率で併用しても良い。
【００４２】
　更に、ＥＶＡ樹脂のゲル分率を向上させ、耐久性を向上するために、ＥＶＡ樹脂組成物
に架橋助剤を含有させてもよい。この目的に供される架橋助剤としては、例えば、トリア
リルイソシアヌレート、トリアリルイソシアネート等の３官能の架橋助剤等の単官能の架
橋助剤等が挙げられる。これらの架橋助剤の配合量は、ＥＶＡ樹脂１００重量部に対して
、通常１０重量部以下、好ましくは５重量部以下であり、また、通常１重量部以上である
。なお、架橋助剤は１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用し
てもよい。
【００４３】
　更に、ＥＶＡ樹脂の安定性を向上する目的で、ＥＶＡ樹脂組成物に、例えばハイドロキ
ノン；ハイドロキノンモノメチルエーテル；ｐ－ベンゾキノン；メチルハイドロキノンな
どを含有させてもよい。これらの配合量は、ＥＶＡ樹脂１００重量部に対して、通常５重
量部以下である。
【００４４】
　しかし、ＥＶＡ樹脂の架橋処理には１～２時間程度の比較的長時間を要するため、太陽
電池モジュールの生産速度および生産効率を低下させる原因となる場合がある。また、長
期間使用の際には、ＥＶＡ樹脂組成物の分解ガス（酢酸ガス）またはＥＶＡ樹脂自体が有
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する酢酸ビニル基が、太陽電池素子に悪影響を与えて発電効率が低下させる場合がある。
そこで、封止材としては、ＥＶＡフィルムの他に、プロピレン・エチレン・α－オレフィ
ン共重合体からなる共重合体のフィルムを用いることもできる。この共重合体としては、
例えば、下記成分１および成分２が配合された熱可塑性樹脂組成物が挙げられる。
【００４５】
・成分１：プロピレン系重合体が、通常０重量部以上、好ましくは１０重量部以上であり
、また、通常７０重量部以下、好ましくは５０重量部以下。
・成分２：軟質プロピレン系共重合体が、３０重量部以上、好ましくは５０重量部以上で
あり、また、通常１００重量部以下、好ましくは９０重量部以下。
　なお、成分１および成分２の合計量は１００重量部である。上記のように、成分１およ
び成分２が好ましい範囲にあると、封止材のシートへの成形性が良好であるとともに、得
られる封止材の耐熱性、透明性および柔軟性が良好となり、太陽電池モジュールに好適で
ある。
　以下、成分１及び成分２について詳しく説明する。
【００４６】
　〔成分１〕
　成分１はプロピレン系重合体であり、例えば、プロピレン単独重合体；プロピレンと、
少なくとも１種のプロピレン以外の炭素原子数が２～２０のα－オレフィンとの共重合体
；などが挙げられる。ここで、プロピレン以外の炭素原子数が２～２０のα－オレフィン
としては、例えば、エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－
１－ペンテン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキ
サデセン、１－オクタデセン、１－エイコセンなどが挙げられる。中でも、エチレンまた
は炭素原子数が４～１０のα－オレフィンが好ましい。なお、α－オレフィンは１種を用
いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用してもよい。
【００４７】
　これらのα－オレフィンは、プロピレンとランダム共重合体を形成してもよく、ブロッ
ク共重合体を形成してもよい。これらのα－オレフィンから導かれる構成単位の存在割合
は、ポリプロピレン中に通常３５モル％以下、好ましくは３０モル％以下である。
【００４８】
　成分１は、ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８に準拠して２３０℃、荷重２．１６ｋｇで測定され
るメルトフローレート（ＭＦＲ）が、通常０．０１ｇ／１０分以上、好ましくは０．０５
ｇ／１０分以上であり、通常１０００ｇ／１０分以下、好ましくは１００ｇ／１０分以下
である。
【００４９】
　成分１の示差走査熱量計で観測される融点は、通常１００℃以上、好ましくは１１０℃
以上であり、また、通常１６０℃以下、好ましくは１５０℃以下である。
【００５０】
　成分１はアイソタクチック構造、シンジオタクチック構造のどちらも用いることができ
るが、アイソタクチック構造の方が耐熱性などの点で好ましい。
　また、成分１としては必要に応じて複数のプロピレン系重合体を併用することができ、
例えば融点や剛性の異なる２種類以上の成分を用いることもできる。
【００５１】
　〔成分２〕
　成分２は軟質プロピレン系共重合体であり、例えば、プロピレンと、少なくとも１種の
プロピレン以外の炭素原子数２～２０のα－オレフィンとの共重合体などが挙げられる。
　また、成分２は、ショアーＡ硬度が、通常３０以上、好ましくは３５以上であり、また
、通常８０以下、好ましくは７０以下である。
　さらに、成分２の示差走査熱量計ＤＳＣで観測される融点は、１００℃未満か、または
融点が観測されない。ここで、融点が観測されないとは、－１５０～２００℃の範囲にお
いて、結晶融解熱量が１Ｊ／ｇ以上の結晶融解ピークが観測されないことをいう。
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【００５２】
　成分２において、コモノマーとして用いられるα－オレフィンとしては、例えば、エチ
レン及び／又は炭素数４～２０のα－オレフィンが好ましい。なお、α－オレフィンは１
種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
　成分２は、プロピレン由来の単位を通常４５モル％以上、好ましくは５６モル％以上、
また、通常９２モル％以下、好ましくは９０モル％以下含み、コモノマーとして用いられ
るα－オレフィン由来の単位を通常８モル％以上、好ましくは１０モル％以上、また、通
常５５モル％以下、好ましくは４４モル％以下含む。
【００５３】
　成分２は、ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８に準拠して、２３０℃、荷重２．１６ｋｇで測定さ
れるメルトフローレート（ＭＦＲ）が、通常０．０１ｇ／１０分以上、好ましくは０．０
５ｇ／１０分以上であり、また、通常１００ｇ／１０分以下、好ましくは５０ｇ／１０分
以下である。
【００５４】
　成分２は、ＪＩＳ　Ｋ６３０１に準拠して、ＪＩＳ３号ダンベルを用い、スパン間：３
０ｍｍ、引っ張り速度：３０ｍｍ／ｍｉｎで、２３℃にて測定した、１００％歪での応力
（Ｍ１００）が、通常４ＭＰａ以下、好ましくは３ＭＰａ以下、更に好ましくは２ＭＰａ
以下である。軟質プロピレン系共重合体がこのような範囲にあると柔軟性、透明性、ゴム
弾性に優れる。
【００５５】
　成分２は、Ｘ線回折で測定した結晶化度が、通常２０％以下、好ましくは１５％以下で
あり、また、通常０％以上である。
　また、成分２は単一のガラス転移温度Ｔｇを有し、かつ示差走査熱量計（ＤＳＣ）によ
って測定したガラス転移温度Ｔｇが、通常－１０℃以下、好ましくは－１５℃以下の範囲
にあることが望ましい。成分２のガラス転移温度Ｔｇが前記範囲内にあると、耐寒性、低
温特性に優れる。
【００５６】
　成分２のＧＰＣにより測定した分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ、ポリスチレン換算、Ｍｗ：重
量平均分子量、Ｍｎ：数平均分子量）は、４．０以下であることが好ましく、より好まし
くは３．０以下、さらに好ましくは２．５以下である。
【００５７】
　成分２の好ましい具体例として、以下のプロピレン・エチレン・α－オレフィン共重合
体を挙げることができる。このようなプロピレン・エチレン・α－オレフィン共重合体を
用いることで、柔軟性、耐熱性、機械強度、太陽電池封止性および透明性が良好な封止材
が得られる。ここで、太陽電池封止性とは、良好な柔軟性により、太陽電池素子６を充填
する際の素子の割れ率を低減できることをいう。
【００５８】
　プロピレン・エチレン・α－オレフィン共重合体としては、プロピレン由来の構成単位
を通常４５モル％以上、好ましくは５６モル％以上、より好ましくは６１モル％以上、ま
た、通常９２モル％以下、好ましくは９０モル％以下、より好ましくは８６モル％以下含
み、さらにエチレン由来の構成単位を通常５モル％以上、好ましくは８モル％以上、また
、通常２５モル％以下、好ましくは１４モル％以下、より好ましくは１４モル％以下含み
、炭素数４～２０のα－オレフィン由来の構成単位を通常３モル％以上、好ましくは５モ
ル％以上、より好ましくは６モル％以上、また、通常３０モル％以下、好ましくは２５モ
ル％以下含むものが好ましい。α－オレフィンに関しては、１－ブテンが特に好ましい。
【００５９】
　プロピレン由来の構成単位、エチレン由来の構成単位、および炭素数４～２０のα－オ
レフィン由来の構成単位を上記の量で含有するプロピレン・エチレン・α－オレフィン共
重合体（成分２）は、プロピレン系重合体（成分１）との相溶性が良好となり、得られる
封止材は、充分な透明性、柔軟性、耐熱性および耐傷付性を発揮する。
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【００６０】
　上記の成分１および成分２が配合された熱可塑性樹脂組成物は、メルトフローレート（
ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８、２３０度、荷重２．１６ｋｇ）が、通常０．０００１ｇ／１０
分以上であり、また、通常１０００ｇ／１０分以下、好ましくは９００ｇ／１０分以下、
より好ましくは８００ｇ／１０分以下である。
　成分１および成分２が配合された熱可塑性樹脂組成物の融点は、通常１００℃以上、好
ましくは１１０℃以上である。また通常１４０℃以下、好ましくは１３５℃以下である。
　また成分１および成分２が配合された熱可塑性樹脂組成物の密度は、０．９８ｇ／ｃｍ
3以下が好ましく、０．９５ｇ／ｃｍ3以下がより好ましく、０．９４ｇ／ｃｍ3以下がさ
らに好ましい。
【００６１】
　この封止材においては、上記成分１および成分２に、プラスチックなどに対する接着促
進剤としてカップリング剤を配合することが可能である。カップリング剤は、シラン系、
チタネート系、クロム系の各カップリング剤が好ましく用いられ、特にシラン系のカップ
リング剤（シランカップリング剤）が好適に用いられる。
【００６２】
　上記シランカップリング剤としては公知のものが使用でき、特に制限はないが、例えば
、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシ
ーエトキシシラン）、γ－グリシドキシプロピルートリピルトリーメトキシシラン、γ－
アミノプロピルトリエトキシシランなどが挙げられる。なお、カップリング剤は１種を用
いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００６３】
　また、これらは熱可塑性樹脂組成物（成分１および成分２の合計量）１００重量部に対
して、上記シランカップリング剤を通常０．１重量部以上、また、通常５重量部以下、好
ましくは３重量部以下含むことが望ましい。
【００６４】
　また、上記カップリング剤は、有機過酸化物を用いて、当該熱可塑性樹脂組成物にグラ
フト反応させてもよい。この場合、熱可塑性樹脂組成物（成分１および成分２の合計量）
１００重量部に対して、上記カップリング剤を０．１～５重量部含むことが望ましい。シ
ラングラフト化された熱可塑性樹脂組成物を用いても、ガラス、プラスチックに対して、
シランカップリング剤ブレンドと同等以上の接着性が得られる。
　有機過酸化物を用いる場合、有機過酸化物は、熱可塑性樹脂組成物（成分１および成分
２の合計量）１００重量部に対して、通常０．００１重量部以上、好ましくは０．０１重
量部以上、また、通常５重量部以下、好ましくは３重量部以下である。
【００６５】
　有機過酸化物としては公知のものが使用でき、特に制限はないが、例えば、ジラウロイ
ルパーオキサイド、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサ
ノエート、ジベンゾイルパーオキサイド、ｔ－アミルパーオキシ－２－エチルヘキサノエ
ート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブ
チレート、ｔ－ブチルパーオキシマレイン酸、などが挙げられる。なお、有機過酸化物は
、１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用してもよい。
【００６６】
　また、封止材としてエチレン・α－オレフィン共重合体からなる共重合体を用いること
もできる。この共重合体としては、下記に示す成分Ａおよび成分Ｂからなる封止材用樹脂
組成物と基材とを積層してなる、ホットタック性が５～２５℃のラミネートフィルムが例
示される。
・成分Ａ：エチレン系樹脂。
・成分Ｂ：以下の（ａ）～（ｄ）の性状を有するエチレンとα－オレフィンとの共重合体
。
（ａ）密度が０．８６～０．９３５ｇ／ｃｍ3。
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（ｂ）メルトフローレート（ＭＦＲ）が１～５０ｇ／１０分。
（ｃ）温度上昇溶離分別（ＴＲＥＦ）によって得られる溶出曲線のピークが１つであり；
該ピーク温度が１００℃以下である。
（ｄ）温度上昇溶離分別（ＴＲＥＦ）による積分溶出量が、９０℃のとき９０％以上であ
る。
【００６７】
（Ａ）成分Ａ（エチレン系樹脂）
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしてのエチレン系樹脂の例としては、いわゆる
ラジカル重合法で製造される高圧法低密度ポリエチレン、エチレン・酢酸ビニル共重合体
、エチレン・アクリル酸共重合体、エチレン・アクリル酸エステル共重合体、エチレン・
フッ化ビニル共重合体などが挙げられる。また、イオン重合法で製造される、いわゆる線
状低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレンなどエチレンを主成分とする重合体または共
重合体も挙げられる。中でも好ましくは、エチレン・酢酸ビニル共重合体、高圧法低密度
ポリエチレンである。なお、これらは１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ
及び比率で併用しても良い。
【００６８】
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしてのエチレン系樹脂がエチレン・酢酸ビニル
共重合体である場合、下記の性状を有するものが好適である。
（ｉ）メルトフローレート（ＭＦＲ）
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしてのエチレン・酢酸ビニル共重合体のＪＩＳ
　Ｋ７２１０によるＭＦＲ（メルトフローレート：Ｍｅｌｔ　Ｆｌｏｗ　ｒａｔｅ：溶融
流量）は、通常１ｇ／１０分以上、好ましくは２ｇ／１０分以上、より好ましくは３ｇ／
１０分以上であり、また、通常５０ｇ／１０分以下、好ましくは３０ｇ／１０分以下、よ
り好ましくは２０ｇ／１０分以下である。ＭＦＲを高くすることで、成分Ｂとブレンドし
た際の透明性が高まる傾向があり、ＭＦＲを低くする事で、成形が容易となる傾向がある
。
【００６９】
（ii）酢酸ビニル含量
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしてのエチレン・酢酸ビニル共重合体の酢酸ビ
ニル含量は、通常３重量％以上、好ましくは４重量％以上、より好ましくは５重量％以上
であり、また、通常３０重量％以下、好ましくは２０重量％以下、より好ましくは１５重
量％以下である。酢酸ビニル含量を多くすることでヒートシール性が高まる傾向にあり、
酢酸ビニル含量を少なくすることで封止材のべたつきを抑えることができる。
【００７０】
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしてのエチレン系樹脂が高圧法低密度ポリエチ
レンである場合は、下記の性状を有するものが好適である。
（ｉ）メルトフローレート（ＭＦＲ）
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしての高圧法低密度ポリエチレンのＪＩＳ　Ｋ
７２１０によるＭＦＲ（メルトフローレート：Ｍｅｌｔ　Ｆｌｏｗ　ｒａｔｅ：溶融流量
）は、通常１ｇ／１０分以上、好ましくは２ｇ／１０分以上、より好ましくは３ｇ／１０
分以上であり、また、通常５０ｇ／１０分以下、好ましくは３０ｇ／１０分以下、より好
ましくは２０ｇ／１０分以下である。ＭＦＲを高くすることで押出が容易となる傾向にあ
り、ＭＦＲを低くすることで柔らかくなりすぎず垂れなどが起こりにくく成形性が高まる
。
【００７１】
（ii）密度
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしての高圧法低密度ポリエチレンのＪＩＳ　Ｋ
７１１２による密度は、通常０．９１５ｇ／ｃｍ3以上、好ましくは０．９１６ｇ／ｃｍ3

以上、より好ましくは０．９１７ｇ／ｃｍ3以上であり、また、通常０．９３ｇ／ｃｍ3以
下、好ましくは０．９２５ｇ／ｃｍ3以下、より好ましくは０．９２３ｇ／ｃｍ3以下であ
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る。密度を高くすることで封止材のべたつきが抑制される傾向にあり、密度を低くするこ
とでヒートシール性が高まる傾向にある。
【００７２】
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ａとしての高圧法低密度ポリエチレンは、市販品の
中から上記物性を示すものを適宜選択して使用することが出来る。
【００７３】
（Ｂ）成分Ｂ（エチレン・α－オレフィン共重合体）
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ｂは、上記成分Ａ以外のエチレン・α－オレフィン
共重合体である。成分Ｂは、下記の性状を有するものが好ましい。
【００７４】
（ｉ）密度
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ｂとしてのエチレン・α－オレフィン共重合体のＪ
ｌＳ　Ｋ７１１２による密度は、通常０．８６ｇ／ｃｍ3以上、好ましくは０．８７ｇ／
ｃｍ3以上、より好ましくは０．８８ｇ／ｃｍ3以上であり、また、通常０．９３５ｇ／ｃ
ｍ3以下、好ましくは０．９１５ｇ／ｃｍ3以下、より好ましくは０．９１ｇ／ｃｍ3以下
である。密度を高くすることでフィルムとしたときのべたつきが抑制される傾向にあり、
密度を低くすることでヒートシール性が高まる傾向にある。
【００７５】
（ii）メルトフローレート（ＭＦＲ）
　封止材用樹脂組成物を構成する成分Ｂとしてのエチレン・α－オレフィン共重合体のＪ
ｌＳ　Ｋ７２１０によるＭＦＲ（メルトフローレート：Ｍｅｌｔ　Ｆｌｏｗ　ｒａｔｅ：
溶融流量）は、通常１ｇ／１０分以上、好ましくは２ｇ／１０分以上、より好ましくは３
ｇ／１０分以上であり、また、通常５０ｇ／１０分以下、好ましくは３０ｇ／１０分以下
、より好ましくは２０ｇ／１０分以下である。ＭＦＲを高くすることで押出が容易となる
傾向にあり、ＭＦＲを低くすることで柔らかくなりすぎず垂れなどが起こりにくく成形性
が高まる。
【００７６】
　ここでα－オレフィンとしては、炭素数４～４０のα－オレフィンが好ましい。中でも
、α－オレフィンの中でも、炭素数が通常４以上、好ましくは６以上であり、通常１２以
下、好ましくは１０以下のものが望ましい。その例を挙げると、１－ブテン、１－ペンテ
ン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－へプテン、４－メチルペンテン－１、４－メチル
ヘキセン－１、４，４－ジメチルペンテン－１等が挙げられる。なお、α－オレフィンは
１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００７７】
　α－オレフィンとエチレンとの比率は、α－オレフィンを通常２重量％以上、好ましく
は５重量％以上、より好ましくは１０重量％以上、また、通常６０重量％以下、好ましく
は５０重量％以下、より好ましくは３０重量％以下とし、エチレンを通常４０重量％以上
、好ましくは５０重量％以上、より好ましくは７０重量％以上、また、通常９８重量％以
下、好ましくは９５重量％以下、より好ましくは９０重量％以下とすることが望ましい。
【００７８】
　成分Ａと成分Ｂとの配合割合（成分Ａ／成分Ｂ）は、重量比で、通常５０／５０以上、
好ましくは５５／４５以上、より好ましくは６０／４０以上であり、また、通常９９／１
以下、好ましくは９０／１０以下、より好ましくは８５／１５以下である。成分Ｂの配合
量を多くすることで透明性やヒートシール性が高まる傾向にあり、成分Ｂの配合量を少な
くすることでフィルムの作業性が高まる傾向にある。
【００７９】
　成分Ａと成分Ｂを配合して生成される封止材用樹脂組成物のメルトフローレート（ＭＦ
Ｒ）は、通常２ｇ／１０分以上、好ましくは３ｇ／１０分以上であり、通常５０ｇ／１０
分以下、好ましくは４０ｇ／１０分以下である。なおＭＦＲの測定と評価は、ＪＩＳ　Ｋ
７２１０（１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）に準拠する方法によって実施することができる
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。
【００８０】
　封止材用樹脂組成物の融点は、好ましくは５０℃以上、より好ましくは５５℃以上であ
り、また、通常３００℃以下、好ましくは２５０℃以下、さらに好ましくは２００℃以下
である。融点を高くすることで太陽電池モジュールの使用時に融解・劣化する可能性を低
減できる。
【００８１】
　封止材用樹脂組成物の密度は、０．８０ｇ／ｃｍ3以上が好ましく、０．８５ｇ／ｃｍ3

以上がより好ましく、また、０．９８ｇ／ｃｍ3以下が好ましく、０．９５ｇ／ｃｍ3以下
がより好ましく、０．９４ｇ／ｃｍ3以下がさらに好ましい。なお、密度の測定と評価は
、ＪＩＳ　Ｋ７１１２に準拠する方法によって実施することができる。
【００８２】
　さらに、エチレン・α－オレフィン共重合体を用いた封止材において、前記プロピレン
・エチレン・α－オレフィン共重合体を用いた場合と同様に、カップリング剤を用いるこ
とが可能である。
【００８３】
　上述した封止材は、材料由来の分解ガスを発生することがないため、太陽電池素子への
悪影響がなく、良好な耐熱性、機械強度、柔軟性（太陽電池封止性）および透明性を有す
る。また、材料の架橋工程を必要としないため、シート成形時および太陽電池モジュール
の製造時間が大きく短縮できるとともに、使用後の太陽電池モジュールのリサイクルも容
易となる。
【００８４】
　なお、封止材は１種の材料で形成されていてもよく、２種以上の材料で形成されていて
も良い。また、封止材は単層フィルムにより形成されていても良いが、２層以上のフィル
ムを備えた積層フィルムであってもよい。
　本発明では、上記の通り、封止材の材料としてエチレン－酢酸ビニル共重合体、プロピ
レン・エチレン・α－オレフィン共重合体からなる共重合体、エチレン・α－オレフィン
共重合体からなる共重合体を好ましく例示したが、これらを封止材の材料として用いるこ
とで、本発明の効果をよりよく得ることができる。
【００８５】
　封止材を設ける位置に制限は無いが、通常は太陽電池素子を挟み込むように設ける。太
陽電池素子を確実に保護するためである。本実施形態では、太陽電池素子の正面及び背面
にそれぞれ封止材を設けるようにしている。そして、封止材により太陽電池素子が封止さ
れてなる層を本願発明では封止層とする。
　封止層の厚みは、太陽電池素子を含んだ状態で通常１００μｍ以上、好ましくは１５０
μｍ以上、より好ましくは２００μｍ以上であり、また、通常５０００μｍ以下、好まし
くは３０００μｍ以下、より好ましくは１５００μｍ以下である。
　厚みを厚くすることで機械的強度が高まる傾向にあり、また太陽電池素子と基材との絶
縁性を確保できる。薄くすることで柔軟性が高まりまた光線透過率が高まる傾向にある。
【００８６】
＜基材層＞
　本発明の太陽電池モジュールは金属－樹脂複合板または炭素－樹脂複合板からなる基材
層を有する。ここで、「複合板」とは、材質の異なる材料からなる層を組み合わせて一体
化したものいう。剛性の高い金属や炭素繊維と柔軟性を有しかつ軽量な樹脂とを合わせて
複合板とすることで、高効率ではあるが、脆い結晶シリコンセルを使用しても割れること
なく高い生産性で、高効率、高加工性、軽量な太陽電池モジュールを提供できる。　本発
明では、金属－樹脂複合板または炭素－樹脂複合板のうち、金属－樹脂複合板を用いるこ
とが、加工性、施工時の耐衝撃性の観点から好ましい。金属－樹脂複合板の場合、炭素－
樹脂複合板と異なり、熱加工だけではなく、機械的な加工も可能である。
【００８７】
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　本発明に係る金属－樹脂複合板には、金属－樹脂－金属の３層からなるものや、金属－
樹脂の２層からなるものが含まれ、４層以上のものであってもよい。
　金属－樹脂複合板の厚さは通常１ｍｍ以上、好ましくは１．５ｍｍ以上、特に好ましく
は２ｍｍ以上、また、通常１０ｍｍ以下、好ましくは８ｍｍ以下、特に好ましくは６ｍｍ
以下である。そして金属層の厚さと樹脂からなる層の厚さの比は通常１：１～１：４であ
る。金属－樹脂複合板のうち、樹脂からなる層の厚さが５０％以上、より好ましくは６０
％以上、特に好ましくは７０％以上である。
　金属－樹脂複合板を構成する金属については、当該金属－樹脂複合板が３層からなるも
のである場合には、各金属層を構成する金属が同じものであっても、異なるものであって
もよい。
　このような金属としては、例えば、アルミニウム、チタン及びステンレス鋼が挙げられ
、その理由として安価で加工性を有し、かつ、高い剛性を有すること、また熱伝導性が高
いため、太陽電池モジュールに熱が溜まり難くなることが挙げられる。特に、結晶シリコ
ン太陽電池は温度が高くなると顕著に効率が低下することから、これを防ぐためにアルミ
ニウムを用いることが好ましい。
　この金属の層は１層当たりの厚さは通常０．１ｍｍ以上であり、好ましくは０．３ｍｍ
以上であり、特に好ましくは０．５ｍｍ以上である。一方、この金属の層は１層当たりの
厚さは通常１．８ｍｍ以下であり、好ましくは１．３ｍｍ以下であり、特に好ましくは０
．８ｍｍ以下である。
　このような層厚とすることで、太陽電池モジュールの製造（熱ラミネートなどの）時に
生じる複合板の熱膨張によるセルへのダメージを低減するとともに、太陽電池モジュール
加工時の歪みによるセルへの負荷を軽減することが可能となる。
【００８８】
　金属－樹脂複合板を構成する樹脂としては、通常はポリエチレンまたはポリプロピレン
等のポリオレフィン系樹脂が好ましく用いられるが、エチレン－酢ビ共重合体、ポリエチ
レンテレフタレート、ナイロン、さらには、各種樹脂の混合物等を用いてもよい。所望に
より樹脂中には各種難燃剤やタルク、炭酸カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アル
ミニウム、けい酸カルシウム等の各種フィラー、安定剤、着色剤、架橋剤、発泡剤等を添
加してもよい。
　また樹脂層は単層でなく多層とすることもできる。たとえば中心をなす厚い樹脂シート
の両面に薄い接着性を有する樹脂層を積層した３層構造とすることもできる。
　金属－樹脂複合板の具体例としては、軽量且つ高剛性の優れた物性を有しているアルポ
リック（登録商標；三菱樹脂株式会社製）などが挙げられる。アルポリック（登録商標；
三菱樹脂株式会社製）は３層構造を有しており、樹脂としてポリプロピレンが用いられ、
樹脂からなる層を挟む金属層はアルミニウムからなる、アルミニウム－ポリプロピレン複
合板である。
【００８９】
　本発明に係る金属－樹脂複合板は常法にしたがって製造することができる。
　例えば金属－樹脂複合板が３層である場合には、予め押出し成形した樹脂シートの両面
に、必要に応じて脱脂・表面処理等を施した金属層を接着層を介して積層し、加熱加圧し
て３者が一体に接着することができる。また、樹脂を溶融押出ししながらこれに金属層を
重ね合せ加圧して３者を一体に接着することもできる。樹脂シートと金属層との接着方法
は従来から知られている方法が制約なしに採用できる。
　なお、金属－樹脂複合板として、２層のものを用いる場合、金属の層が太陽電池モジュ
ールの封止層に接するように積層し、その非受光面側に絶縁性を有する樹脂からなる層、
例えば上記の中でポリエチレンやポリプロピレンなどのポリオレフィン系樹脂からなる層
を積層することが好ましい。
【００９０】
　本発明の太陽電池モジュールの基材として用いられる炭素－樹脂複合板は、具体的には
炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）として知られている、糸状、球状、シート状にさ



(16) JP 2012-243775 A 2012.12.10

10

20

30

40

50

れた炭素材料である強化繊維と、マトリックス樹脂（以下「ＣＦＲＰのプラスチック」と
もいう）とからなる樹脂複合板を挙げることができる。
　炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）としては、炭素繊維とプラスチックとが複合一
体化してなるものであれば、その複合化手段は任意であり、現在公知のものを採用するこ
とができる。
　例えば炭素繊維とプラスチックとを複合化する方法として、細かく切断した繊維をプラ
スチック中に均一に混入させる方法や、繊維に方向性を持たせたままプラスチックに浸潤
させる方法などを挙げることができる。
　より具体的には、プラスチック中に炭素繊維を含浸させた薄いシート状の含浸体からな
るプリプレグを作製しておき、このプリプレグを積層して加熱溶融一体化しなる構成の樹
脂複合材を挙げることができる。
【００９１】
　炭素繊維としては、例えばポリアクリロニトリル系炭素繊維（ＰＡＮ系）、レーヨン系
炭素繊維、ピッチ系炭素繊維、あるいはポリビニルアルコール系炭素繊維等の前駆体繊維
を使用することができる。中でも、アクリルニトリル重合体あるいはその共重合体から得
られるポリアクリロニトリル系炭素繊維（「ＰＡＮ系炭素繊維」）およびピッチ系炭素繊
維が好ましい。
【００９２】
　他方、マトリックス樹脂（プラスチック）としては、エポキシ、不飽和ポリエステル、
フェノール、ビニルエーテル、ポリ（メタ）アクリレート、ポリウレタン、メラミン、マ
レイミド、ポリイミド等の重合・硬化型やポリオレフィン、ポリエステル、アクリル、ポ
リアミド、ポミアミドイミド、ポリカーボネート、ポリエーテルサルフォン、ポリエーテ
ルエーテルケトン等の熱可塑性樹脂のうちの一種類、或いはこれらのうちの二種類以上の
混合樹脂を挙げることができる。
【００９３】
　以上の中でも、ピッチ系炭素繊維と、エポキシ樹脂とからなる炭素繊維強化プラスチッ
クが、剛性、耐熱性、加工性などの面で好適である。
炭素－樹脂複合板の厚さは通常０．５～１０ｍｍであり、好ましくは１～８ｍｍであり、
特に好ましくは２～５ｍｍである。このような厚さとすることで、加工性や強度を好まし
いものとすることができる。
【００９４】
　＜その他の層＞
　上記構成に加えて、別の基板や任意の機能層を有しても良い。例えば、湿気や酸素等の
侵入を防ぐためのガスバリア層、水分及び酸素の少なくとも一方を吸収する捕捉剤を含む
層、などが挙げられる。また、上記で説明した耐候層と封止層の間に、耐衝撃性を有する
層を含む態様も好ましく挙げられる。このような態様では、外部環境に設置された太陽電
池モジュールに対して何らかの衝撃が加わった場合でも、太陽電池素子が破壊されること
を防止できる。
　このような層として、具体的には、ポリアクリル系樹脂、ポリカーボネート樹脂及びポ
リエチレンテレフタレートなどから選択される樹脂を含む層が好ましく例示できる。耐衝
撃性を有する層の厚さは、通常２０μｍ以上であり、好ましくは５０μｍ以上、より好ま
しくは８０μｍ以上である。一方、発電層の厚さは、通常２０００μｍ以下であり、好ま
しくは１５００μｍ以下、より好ましくは１０００μｍ以下である。
【００９５】
　＜太陽電池モジュールの製造方法＞
　本実施形態の太陽電池モジュールの製造方法に制限は無いが、例えば、耐候層と基材と
の間に、１個又は２個以上の太陽電池素子を直列または並列接続したものを、封止材と共
に一般的な真空ラミネート装置でラミネートすることで製造できる。この際、加熱温度は
通常１３０℃以上、好ましくは１４０℃以上であり、通常１８０℃以下、好ましくは１７
０℃以下である。また、加熱時間は通常１０分以上、好ましくは２０分以上であり、通常
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くは０．０１ＭＰａ以上であり、通常０．２ＭＰａ以下、好ましくは０．１ＭＰａ以下で
ある。圧力をこの範囲とすることで封止を確実に行い、かつ、端部からの封止材がはみ出
しや過加圧による膜厚低減を抑え、寸法安定性を確保しうる。
　また、各層のいずれかに、コロナ処理、プラズマ処理、オゾン処理、ＵＶ照射、電子線
照射、火炎処理などの表面処理を施してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００９６】
本発明によれば、外壁用、外装バックパネル用、屋根用等の建材や、自動車、鉄道、船舶
、飛行機、宇宙機等の構成要素として使用できる太陽電池モジュールを得ることが出来る
。
【実施例】
【００９７】
　本発明を実施例によって更に具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない限り、
以下の実施例の記載に限定されるものではない。
【００９８】
＜実施例１＞
　本発明の実施例１に係る太陽電池モジュールは、図１に示した構成を有するものである
。そして、実施例１に係る太陽電池モジュール（サイズ３７０ｍｍ×３７０ｍｍ）は、以
下の構成・手順で製造されたものとなっている。
・耐候層：厚さ５０μｍのＥＴＦＥフィルム（５０ＨＫ－ＤＣＳ、旭硝子株式会社製）
・封止材（太陽電池素子上面）：厚さ５００μｍのＥＶＡフィルム（ＦＨＣＥ、シーアイ
化成株式会社製）
・太陽電池素子：厚さ２７０μｍの多結晶シリコンからなる発電層を有する太陽電池素子
（シャープ株式会社製）を４枚直列に設置したもの
・封止材（太陽電池素子下面）：厚さ５００μｍのＥＶＡフィルム（ＦＨＣＥ、シーアイ
化成株式会社製）
・基材層：樹脂層としての厚さ３ｍｍのポリプロピレン樹脂（融点１６５℃）フィルムを
、金属層としての厚さ０．５ｍｍのアルミ板で挟んだ金属－樹脂複合板（ＡＬＰＯＬＩＣ
、三菱樹脂株式会社製、厚み４ｍｍ）
これらを重ね合わせ積層体とし、ＮＰＣ社製真空ラミネータを使用し、１５０℃で熱ラミ
ネート（真空度：８０Ｐａ、真空時間：５分、加圧：１００ｋＰａ、加熱保持時間：１０
分）して太陽電池モジュールを作製した。
【００９９】
＜比較例１＞
　基材層に、温度１２５℃、２時間の条件で乾燥された、幅３７０ｍｍ、長さ３７０ｍｍ
、厚み３ｍｍのポリカーボネート板（三菱樹脂株式会社製）を用いる以外、実施例１と同
様にして太陽電池モジュールを作成した。
【０１００】
＜比較例２＞
　基材層として、厚み０．５ｍｍの鋼板を使用した以外は実施例１と同様にして太陽電池
モジュールを作成する。
【０１０１】
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【０１０２】
外観：基材が樹脂単体（比較例１）の場合、樹脂と結晶シリコンとの線膨張係数差が大き
いため、製造時の段階で結晶シリコンにダメージを与えてしまう。
出力：上記と同様、結晶シリコンへのダメージにより出力の低下が発生する。
加工性：太陽電池モジュールを３０００Ｒで曲げた際、比較例２は太陽電池モジュールを
曲げるために必要な応力が大きいため、結晶シリコンにダメージを与える。また、ハンド
リング時にも破損する危険性が高い。
耐環境性：－４０℃と８５℃/８５％ＲＨでの温度サイクル試験を２０サイクル実施した
。比較例１は結晶シリコンに大きな欠陥が発生した。
【符号の説明】
【０１０３】
１　太陽光
２　耐候層
３　太陽電池素子
４　封止材
５　金属層
６　樹脂層
７　封止層
８　金属－樹脂複合板からなる層
９　炭素－樹脂複合板からなる層



(19) JP 2012-243775 A 2012.12.10

【図１】

【図２】



(20) JP 2012-243775 A 2012.12.10

10

フロントページの続き

(74)代理人  100151596
            弁理士　下田　俊明
(72)発明者  船山　勝矢
            神奈川県横浜市青葉区鴨志田町１０００番地　株式会社三菱化学科学技術研究センター内
(72)発明者  藤田　淳志
            神奈川県横浜市青葉区鴨志田町１０００番地　株式会社三菱化学科学技術研究センター内
(72)発明者  半田　敬信
            東京都港区芝四丁目１４番１号　三菱化学株式会社内
Ｆターム(参考) 5F151 AA03  GA04  JA03  JA04  JA05 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

